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１．消防法における火気設備等の規制について 

 

①火気設備等の規制の概要 

消防法においては、以下の設備（対象火気設備等）について、火災予防上の観点

から、位置、構造及び管理に関し、政令で定める基準に従い市町村条例で定めるこ

ととしており、各市町村による規制を行っている。 

 

②火気設備等の規制の体系 

消防庁では、市町村が条例を定める際の参考とするため、政省令に基づいた「火

災予防条例（例）」を作成し、市町村に通知している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

火を使用する設備 
（火災の発生に直接関連を有する設備） 

その使用に際し、火災の発生のおそれのある設備  
（直接火を使用するわけではないが、その使用が火災の発

生源となる危険性を持つ設備） 

・炉 

・ふろがま 

・温風暖房機 

・厨房設備 

・ボイラー 

・ストーブ（移動式のものを除く。） 

・乾燥設備 

・サウナ設備 

・簡易湯沸設備 

・給湯湯沸設備 

・燃料電池発電設備     の 11種類 

・ヒートポンプ冷暖房機 

・火花を生ずる設備 

・放電加工機 

・変電設備 

・内燃機関を原動力とする発電設備 

・蓄電池設備 

・ネオン管灯設備 

・舞台装置等の電気設備 

 

 

の８種類 

○消防法第９条 
⇒「火を使用する設備又はその使用に際し、火災の発生のおそれのある設備の位置、構造及び管理～ 

は、政令で定める基準に従い市町村条例でこれを定める」 

○消防法施行令第５条～第５条の５ 
⇒「対象火気設備等の位置、構造及び管理に関し火災の予防のために必要な事項に係る法第九条の規 

定に基づく条例の制定に関する基準は、次のとおりとする。」 

○対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対象火

気器具等の取扱いに関する条例の制定に関する基準

を定める省令（火気省令） 

（細部は省令で規定） 

（条例制定基準を政令で規定） 

○火災予防条例（例）（昭和 36年消防庁長官通知） 
⇒「この条例は、消防法第九条の規定に基づき火を使用する設備の位置、構造及び管理の基準等につ 

いて定めるとともに、○○市（町・村）における火災予防上必要な事項を定めることを目的とする。」 

市町村の火災予防条例 
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③対象火気設備等に係る基準の例（「変電設備」の場合） 

 

○火災予防条例（例）（昭和 36年 11月 22日自消甲予発第 73号） 

（変電設備） 

第十一条 屋内に設ける変電設備（全出力二十キロワット以下のものを除く。以下同じ。）の位置、

構造及び管理は、次に掲げる基準によらなければならない。 

一 水が浸入し、又は浸透するおそれのない位置に設けること。 

二 可燃性又は腐食性の蒸気又はガスが発生し、又は滞留するおそれのない位置に設けること。 

三 変電設備（消防長（消防署長）が火災予防上支障がないと認める構造を有するキュービク

ル式のものを除く。）は、不燃材料で造つた壁、柱、床及び天井（天井のない場合にあつては、

はり又は屋根。以下同じ。）で区画され、かつ、窓及び出入口に防火戸を設ける室内に設ける

こと。ただし、変電設備の周囲に有効な空間を保有する等防火上支障のない措置を講じた場

合においては、この限りでない。 

三の二 キュービクル式のものにあつては、建築物等の部分との間に換気、点検及び整備に支

障のない距離を保つこと。 

三の三 第三号の壁等をダクト、ケーブル等が貫通する部分には、すき間を不燃材料で埋める

等火災予防上有効な措置を講ずること。 

四 屋外に通ずる有効な換気設備を設けること。 

五 見やすい箇所に変電設備である旨を表示した標識を設けること。 

六 変電設備のある室内には、係員以外の者をみだりに出入させないこと。 

七 変電設備のある室内は、常に、整理及び清掃に努めるとともに、油ぼろその他の可燃物を

みだりに放置しないこと。 

八 定格電流の範囲内で使用すること。 

九 必要な知識及び技能を有する者として消防長が指定するものに必要に応じ設備の各部分の

点検及び絶縁抵抗等の測定試験を行わせ、不良箇所を発見したときは、直ちに補修させると

ともに、その結果を記録し、かつ、保存すること。 

十 変圧器、コンデンサーその他の機器及び配線は、堅固に床、壁、支柱等に固定すること。 

２ 屋外に設ける変電設備（柱上及び道路上に設ける電気事業者用のもの並びに消防長（消防署

長）が火災予防上支障がないと認める構造を有するキュービクル式のものを除く。）にあつては、

建築物から三メートル以上の距離を保たなければならない。ただし、不燃材料で造り、又はお

おわれた外壁で開口部のないものに面するときは、この限りでない。 

３ 前項に規定するもののほか、屋外に設ける変電設備（柱上及び道路上に設ける電気事業者用

のものを除く。）の位置、構造及び管理の基準については、第一項第三号の二及び第五号から第

十号までの規定を準用する。 
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２．急速充電設備に係る取扱ルールの明確化について 

 

○急速充電設備については、消防法上の「対象火気設備等」である「変電設備」と同

様、電気を設備内部の変圧器で変成するものであり、電気的な制御等による各種保

護機能（安全対策）により事故の発生を抑制しているが、例えば当該保護機能に異

常等が発生した際には、変圧器（絶縁トランス）の過電流による温度異常等の結果

として火災が発生し、当該設備の接する建築物の壁面が加熱されることにより延焼

拡大すること等の危険性も否定できないことから、「その使用に際し、火災の発生

のおそれのある設備」に該当するものと考えられる。 

 

○しかしながら、急速充電設備は現在のところ、消防法上の「対象火気設備等」とし

ての位置付けが明確でなく、政省令に基づいた「火災予防条例（例）」においても

基準が定められていないことから、各消防本部においては、例えば、「対象火気設

備等」である「変電設備」とみなした上で、各消防本部が別途定めた一定の条件を

満たす場合には、市町村の火災予防条例における「変電設備」に係る基準の適用除

外とする等の運用が行われている状況。 

 

○このため、急速充電設備が有する火災危険性及び付加されている保護機能等の安全

対策等を適切に評価した上で、急速充電設備を商業施設等へ設置する場合における

火災予防上必要な安全性を確保するとともに、温室効果ガス排出抑制の観点からの

電気自動車の普及に向けたインフラ整備の重要性に鑑み、急速充電設備に係る消防

法上の取扱ルールの明確化を図る必要がある。 
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消防本部の指導状況（政令市等の消防本部に対する聞き取り調査結果） 

 

（平成 22年 12月１日時点） 

消防本部名 設置 

状況※１ 

火 災 予 防

条 例 上 の

扱い※２ 

審査基準の有無 審査基準が無い場合の指

導方針 

東京消防庁 65 変電設備 

あり 
（一定の安全対策が措
置されていることを確
認の上、特例を適用） 

 

札幌市消防局 ５ 変電設備 

あり 
（一定の安全対策が措
置されていることを確
認の上、特例を適用） 

 

仙台市消防局 ２ 変電設備 
なし 

（当面は個別に指導） 

あり 

（東京消防庁の審査基準参考） 

さいたま市消防局 ５ 変電設備 
なし 

（検討中） 

あり 

（東京消防庁の審査基準参考） 

千葉市消防局 ７ 検討中 
なし 

（検討中） 

なし 

（検討中） 

川崎市消防局 ４ 検討中 
なし 

（検討中） 

なし 

（検討中） 

横浜市消防局 14 検討中 
なし 

（検討中） 

なし 

（検討中） 

相模原市消防局 ４ 検討中 
なし 

（検討中） 

あり 

（東京消防庁の審査基準参考） 

新潟市消防局 ３ 検討中 
なし 

（検討中） 

あり 

（東京消防庁の審査基準参考） 

静岡市消防局 ０ 検討中 
なし 

（検討中） 

なし 

（検討中） 

浜松市消防局 １ 変電設備 
なし 

（当面は個別に指導） 

あり 

（東京消防庁の審査基準参考） 

名古屋市消防局 ４ 変電設備 
なし 

（検討中） 

あり 

（東京消防庁の審査基準参考） 

京都市消防局 ７ 変電設備 
なし 

（当面は個別に指導） 

あり 
（個別に危険性と安全対策を
評価し指導方針を決定） 

大阪市消防局 ６ 検討中 
なし 

（検討中） 

なし 

（検討中） 

堺市消防局 １ 検討中 
なし 

（検討中） 

なし 

（検討中） 

神戸市消防局 ５ 変電設備 
なし 

（検討中） 

あり 

（東京消防庁の審査基準参考） 

岡山市消防局 ３ 変電設備 
なし 

（検討中） 

なし 

（検討中） 

広島市消防局 ４ 変電設備 
なし 

（検討中） 

なし 

（検討中） 

北九州市消防局 ２ 変電設備 
あり 

（変電設備に係る条例
規制の審査基準を適用） 

 

福岡市消防局 ４ 変電設備 

あり 
（一定の安全対策が措
置されていることを確
認の上、特例を適用） 

 

 

※１ 「設置状況」は、消防本部として把握しているものに限る。 

※２ 「火災予防条例上の扱い」欄の「検討中」は、現行の火災予防条例における急速充電設備の取扱い（現在

規制されているどの設備と解釈するか、又は規制の必要性があるか等）について「検討中」である場合をい

う。 

別紙１ 
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消防本部における運用の具体例 

 

（１）東京消防庁の例 

 全出力 20キロワット以上の急速充電設備については、「変電設備」に該当するとし

た上で、一定の安全対策が措置されていることを確認の上、特例を適用し、変電設備

に係る火災予防条例の規定を適用しないものとして運用。 

 

＜特例の適用フロー＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜特例の適用要件＞ 

№ 要  件 

1 電気工事士法第３条で規定する作業は電気工事士が行う。 

2 可燃性又は腐食性の蒸気、ガス若しくは粉じん等が発生し、又は滞留するおそれのない位置に設ける。  

3 充電開始前に自動的に自己診断を行い、異常を検知した場合、動作しない保護機能を有している。 

4 充電コネクタが確実に接続していない状態では、電流が流れない保護機能を有している。 

5 充電コネクタに電圧を加えた状態では、コネクタが外れない機構を有している。 

6 漏電を検出し、遮断する機能を有している。 

7 電圧・電流を監視し、異常時に遮断（停止）する機能を有している。 

8 温度異常を検知し、遮断（停止）する機能を有している。 

9 地絡を検知した場合、停止する機能を有している。 

10 制御異常を検出し、停止する機能を有している。 

11 人の操作により充電中の設備を緊急停止できる機能を有している。 

12 外箱は不燃性材料で造られている。 

 

設備内部の変圧器で電気を変成し、かつ、全出力２０キロ

ワット以上か？ 

Yes No 

火災予防条例の適用なし。 火災予防条例第１１条の適用を受ける。 

特例基準に適合するか？ 

・屋内駐車場への設置不可。 

・一般ユーザーの使用不可。 

・屋外設置の場合、原則、建物から３ｍ 

の離隔距離が必要（除外要件有）。 

No 

Yes 

火災予防条例の規定を適用しない。（特例を適用） 

 

別紙２ 
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（２）仙台市消防局の例 

 全出力 20キロワットを超える急速充電設備については、「変電設備」に該当すると

した上で、個別に一定の安全対策が措置されていることを確認の上、特例を適用し、

変電設備に係る火災予防条例の規定を適用しないものとして運用。 

 

＜特例の適用要件＞ 

№ 要  件 

1  外箱は不燃材で造られている   

2  充電開始前に自動的に自己診断を行い、異常を検知した場合、動作しない保護機能を有している  

3  充電コネクタが確実に接続していない状態では電流が流れない保護機能を有している  

4  充電コネクタに電圧を加えた状態ではコネクタが外れない機構を有している  

5  漏電を検出し、遮断する機能を有している  

6  制御異常を検出し、停止する機能を有している  

7  地絡を検知した場合、停止する機能を有している  

8  人の操作により充電中の設備を緊急停止できる機能を有している  

 

 

（３）川崎市消防局の例 

 既に市内に設置されている急速充電設備については、次の点を勘案の上、火災予防

上問題ないものと判断し運用。 

 

①電気自動車用急速充電器内部に搭載されたトランスは、変圧を目的としたものでは

ないこと 

②構造は従来の油入り等の変電設備とは大きく異なり、かつ、消防用設備等へ電力供

給しているものでないこと 

③屋外の安全な場所で適切に管理されていること 


